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３ がん対策に関する目標の進捗状況及び各施策の実施状況 

（愛知県がん対策推進計画(第２期)の進捗状況） 

１ 全体目標 

（１）がんの年齢調整死亡率の減少 

目標指標 
前計画策定時
(平成 19 年) 

計画策定時 
(平成 24 年) 

目 標 
(平成 29 年)

平成 29 年度 

年齢調整死亡率

（７５歳未満）

人口 10 万対 

男性 119.5 

女性  65.7 

（平成 17 年）

人口 10 万対 

男性 107.1 

女性  61.3 

（平成 22 年）

人口 10 万対

男性 95.6 

女性 52.6 

(平成 27 年)

人口 10 万対 

男性 92.4 

女性 59.5 

（平成 27 年） 

※人口１０万対(1985 年日本モデル人口による調整)

（２）自宅で治療を続けられるがん患者の割合の増加 

目標指標 
計画策定時 
(平成 24 年) 

目 標 
(平成 29 年) 

平成 29 年度 

がん患者の自宅に
おける死亡割合 

6.5％ 
(平成 23 年) 

8.2％ 
(平成 28 年) 

10.8 % 
（平成 28 年） 
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２ 個別目標 

（１）がん予防の推進 

① 喫煙対策の一層の推進

目 標 指 標 計画策定時 目 標 平成 29年度 

成人の喫煙率

男性 28.4% 

女性   6.5% 

（平成 24年） 

男性 20.0% 

女性 5.0% 

(平成 29 年度)

男性 26.1% 

女性 6.4% 

（平成 28年）

※ 【指標把握方法】 ・生活習慣関連調査 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・喫煙が健康に及ぼす影響等

がんの予防のための正し

い知識の周知を図る。 

・「世界禁煙デー」及び「禁

煙週間」における街頭

啓発等の実施 

・たばこ対策指導者養成

講習会の開催 

・保健所による健康教育

の実施 

・喫煙者の禁煙を促進し受動

喫煙防止の取組を行う。 

・受動喫煙防止対策研修

会の開催 

・受動喫煙防止対策実施

施設の認定 

・愛知県ＨＰでの禁煙治

療保険適用医療機関等

の情報提供 

・禁煙支援のためのリー

フレットの配布 
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② 食生活、運動習慣とがんの予防に関する知識の周知

目 標 指 標 計画策定時 目 標 平成 29年度 

1 日野菜摂取量（※１） 273g 

（平成 20～23 年） 

350g 

(平成 29 年)

254g 

（平成 25～28 年） 

運動習慣者の割合（※２） 

男性 33.1% 

女性 28.1% 

（平成 24年） 

男性 40%以上 

女性 35%以上 

(平成 29 年) 

男性 36.3% 

女性 30.9% 

（平成 28年） 

※1【指標把握方法】・「国民健康・栄養調査(愛知県分)」30 単位地区以上となるよう４年分のデータを用いた。 

※2【指標把握方法】・愛知県「生活習慣関連調査」 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・食生活、飲酒、運動及

びその他の生活習慣が

健康に及ぼす影響に関

する正しい知識の周知

を図る。 

・愛知県ＨＰでの食

生活改善に関する

情報の掲載 

・食育推進協力店事

業の実施 

・パンフレットによ

る啓発・広報 

・食生活改善推進員

指導者養成研修会

の開催 

・健康づくりリー

ダー養成委託事業

・「健康の道」の愛知

県ＨＰでの紹介 

・愛知健康ウォーク

の開催 

・あいち健康マイ

レージ事業 

・健康づくりチャ

レンジ推進事業

の実施 
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③ 小学生、中学生及び高校生に対する適切な生活習慣とがんの知識の周知

目 標 指 標 計画策定時 目 標 平成 29 年度 

県保健所による小学生・中学生及び高

校生に対する出前健康教育市町村数

9/50 市町村 

（名古屋市、中核市除く）

（平成 23年度） 

全ての市町村において、

出前健康教育などを実施

(平成 28年度までに)

15/50 市町村 

(名古屋市、中核市除く)

(平成 28年度)

※【指標把握方法】 ・県保健所健康教育実施報告 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・小学生、中学生及び高校

生が適切な生活習慣と

がんの知識を学ぶ機会

を増やす。 

・県保健所による

小学生、中学生

及び高校生に対

する出前健康教

育を実施 

・教育委員会の協力を

得て、中学生に対す

るがん教育出前講

座を実施 

・教育委員会の協力を

得て、県内市町村の

保健体育教諭等に

対するがん教育研

修会を実施 

・がん専門医等に

よるモデル講座

を実施 

④ 細菌・ウイルス感染とがんの予防に関する知識の周知 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・細菌・ウイルス感染とが

んの予防に関する知識の

周知を図る。 

・愛知県ＨＰにおいて

ヒトパピローマウイ

ルスと子宮頸がんの

関係について掲載 

・愛知県ＨＰにおいて

肝炎ウイルス感染と

肝がんの関係につい

て掲載 

・肝炎ウイルス検査の

受診勧奨の啓発資料

の作成配布 

・肝炎ウイルス陽性者の医

療機関受診勧奨を行うと

ともに、医療機関未受診

者を減らす。 

・県保健所による肝炎

検査陽性者への基本

事項説明と医療機関

受診勧奨 

・県保健所における陽

性者の初回の医療機

関受診状況を、専門

医療機関からの報告

を付加すること等に

より未受診者を確実

に把握し、未受診者

へ受診勧奨できる体

制の整備 

・県保健所における

陽性者の初回の

医療機関受診状

況を、専門医療機

関からの報告を

付加すること等

により未受診者

を確実に把握す

る。 

・医療機関での初回

精密検査及び定

期検査費用の助

成による受診促

進 
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（２）がんの早期発見の推進 

① がん検診の精度管理の向上 

目 標 指 標 計画策定時の現状値 目 標 平成 29 年度 

精度管理項目を含めた委託契約を

している市町村の割合

胃：25％ 

肺：23％ 

大腸：25％ 

乳：28％ 

子宮：26％ 

(平成 23 年) 

全ての市町村におけ

るがん検診の精度管

理と事業評価の実施

(平成 28年) 

胃：43％ 

肺：43％ 

大腸 43％ 

乳：43％ 

子宮：43％ 

(平成 28 年) 

【指標把握方法】・市町村照会による「今後の我が国におけるがん検診事業評価の在り方について」（がん検診 

事業の評価に関する委員会）で示された事業評価のためのチェックリストの適用状況 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・がん検診精度管理委員会を

開催し、市町村におけるが

ん検診の精度管理の向上

と事業評価の推進のため、

市町村が検診機関と契約

する際に検診精度管理に

関する項目を含めるよう

働きかける。 

・精密検査が必要と判断され

た受診者に対して、精密検

査を受診するよう市町村

と協働し適切に働きかけ

る。 

・胃がん、肺がん、

大腸がん、乳がん、

子宮がんの精度管

理委員会を開催 

・「市町村におけるが

ん検診精度管理の

ための技術的指

針」を策定 

・市町村に対する技

術的助言の実施 

・市町村チェック

リストによる自

己点検結果の県

ＨＰへの掲載 

・がん検診の精度の向上のた

め、市町村、保健医療機関

等の検診従事者の資質向

上に関する講習会等を開

催する。 

・がん検診従事者講

習会の実施（胃が

ん・大腸がん・乳

がん・細胞診） 

・市町村担当者向

けの精度管理に

係る研修会を開

催 

・市町村担当者向

けの精度管理に

係る研修会を開

催 

・がん検診に従事

する医師向けの

胃内視鏡検診に

係る研修会を開

催 
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② がん検診の受診率の向上 

目 標 指 標 計画策定時 目 標 平成 29 年度 

がん検診受診率

胃がん  14.7% 
肺がん  23.8% 
大腸がん 20.0% 
乳がん  31.0% 
子宮がん 38.4% 

(平成 22 年度) 

胃がん  40.0% 
肺がん  40.0% 
大腸がん 40.0% 
乳がん  50.0% 
子宮がん 50.0% 

(平成 27 年度) 

胃がん   9.1% 
肺がん   14.9% 
大腸がん 15.7% 
乳がん   26.5% 
子宮がん 29.2% 

(平成 27 年度) 

【指標把握方法】厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告」（40歳から 69 歳を対象として算定、ただし、 

子宮頚がんのみ 20歳から 69 歳を対象） 

注：がん検診受診率の対象者は、平成 27 年度から職域で受診機会のある人も含め、各がん検診の対象年齢の 

全住民を計上しているため受診率が低下している。 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・市町村、県、医療保険者、

検診機関等が連携して、

国の推進するがん検診

の受診率向上を図る。 

・がん検診の受診促進

のためのリーフレッ

トの作成・配布 

・10 月の「がん検診受

診率50％達成に向け

た集中キャンペーン

月間」を中心に、が

ん検診の普及啓発の

ための街頭啓発活動

等を実施 

・市町村、がん対策推

進連携企業及び鉄道

会社におけるがん検

診啓発ポスターの掲

示やレシート印字等

を実施 

・愛知県がん対策企業

連携事業実施要綱の

見直し 

・がん対策推進連携

企業の拡大 
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（３） がん治療の推進 

① 放射線療法、化学療法及び手術療法等の更なる推進並びにチーム医療を担う専門的な医療従事者の育成

目 標 指 標 計画策定時 目 標 平成 29 年度 

日本臨床腫瘍学会認定のがん薬物療法専門

医を配置するがん診療連携拠点病院等 

11/23 病院 

（47.8％） 

(平成 24 年 9月 1 日現在)

全てのがん診療連携拠点

病院等 

(100％) 

(平成 29 年) 

 20/26 病院 

（76.9％） 

(平成 29 年 9月 1 日現在)

日本医療薬学会認定のがん専門薬剤師を配

置するがん診療連携拠点病院等 

15/23 病院 

（65.2％） 

(平成 24 年 9月 1 日現在)

全てのがん診療連携拠点

病院等 

(100％) 

(平成 29 年) 

 19/26 病院 

（73.1％） 

(平成 29 年 9月 1 日現在)

日本看護協会が認定する専門看護師（がん看

護）又は認定看護師（がん化学療法看護）を

配置するがん診療連携拠点病院等 

20/23 病院 

（87.0％） 

(平成 24 年 9月 1 日現在)

全てのがん診療連携拠点

病院等 

(100％) 

(平成 29 年) 

 26/26 病院 

（100％） 

(平成 29 年 9月 1 日現在)

【指標把握方法】・がん診療連携拠点病院等現況報告書、愛知県がん診療連携拠点病院等現状調査 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・がん診療連携拠点病院等の連携体制

の強化を図りがん診療連携拠点病院

の充実を推進する。 

・手術療法に加えて、放射線療法、化

学療法などを効果的に組み合わせた

集学的治療の更なる推進とともに、

粒子線治療等の特殊な治療に関して

は適応のあるがん患者が適切に紹介

されるよう推進する。 

・病理診断、放射線治療、化学療法及

び手術療法の専門医、その専門医と

協力して専門的な治療を行う薬剤

師・看護師・放射線技師、がん医療

に携わる専門的な医療従事者の育成

を引き続き行うとともに、これら多

職種が協働して機能するチーム医療

を推進する。 

・愛知県がん診療

連携協議会、同

看護部会、同ク

リニカルパス

部会の開催 

・陽子線治療に関

する講演会の

開催 

・新たな国の拠点

病院整備指針

に基づいて国

へ指定候補病

院を推薦（推薦

病院選定のた

めの審査にお

いて目標指標

の充足状況を

評価） 

・県指定の拠点病

院の位置づけ

を検討し、新基

準で指定（審査

において目標

指標の充足状

況を確認） 

・がん診療連携協

議会の各部会

構成メンバー

について、各拠

点病院の得意

分野を活かし

て再編し、連携

体制を強化 

・高精度放射線治

療に関する講

演会の開催 

・がん診療連携拠点病院等と協力して、

所属する医療従事者に関する情報開

示を推進する。 

・国指定、県指定

拠点病院の専

門的な医療従

事者の配置状

況を県ＨＰに

掲載 
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② 外来における放射線療法及び化学療法の推進

目 標 指 標 計画策定時 目 標 平成 29 年度 

がん診療連携拠点病院等以外で、外来化学療法加

算１を算定できる医療機関を複数設置する医療圏

8/12 医療圏 

(66.7％) 

(32 医療機関) 

(平成 24 年 9月 1 日現在)

全ての医療圏 

（100％） 

(平成 29 年) 

 7/12 医療圏 

(58.3％) 

（36 医療機関） 

(平成 29年 9月 1 日現在)

外来化学療法室に日本看護協会が認定する専門看

護師（がん看護）又は認定看護師（がん化学療法

看護）を配置するがん診療連携拠点病院等 

21/23 病院 

（91.3%） 

(平成 24 年 9月 1 日現在)

全てのがん診療連携拠

点病院等 

(100％) 

(平成 29 年) 

 26/26 病院 

(100.0％) 

(平成 29 年 9月 1 日現在)

【指標把握方法】・施設基準の届出受理状況、愛知県がん診療連携拠点病院等現状調査 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・がん診療連携拠点病院等

における更なる外来化

学療法及び化学療法の

促進とともに、地域の連

携する医療機関での外

来化学療法及び化学療

法も推進する。 

・新たな国の拠点

病院整備指針に

基づいて国へ指

定候補病院を推

薦（推薦病院選定

のための審査に

おいて目標指標

の充足状況を評

価）（再掲） 

・県指定の拠点病

院の位置づけ

を検討し、新基

準で指定（審査

において目標

指標の充足状

況を確認）（再

掲） 

・国指定拠点病院

の化学療法に係

る診療実績を県

ＨＰにて公開 

・国指定・県指定

拠点病院の化学

療法に係る診療

実績を県ＨＰに

て公開 

・がん診療連携拠点病院等

と地域の連携する医療機

関との連携及び協力を推

進する。 

・愛知県がん診療

連携協議会クリ

ニカルパス部会

の開催 ・地域がん診療連

携拠点病院推薦

病院選定のため

の審査において

クリティカルパ

ス算定件数を評

価 

・愛知県がん診療

連携協議会クリ

ニカルパス部会

の開催 
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③ がん患者リハビリテーションの推進

目 標 指 標 計画策定時 目 標 平成 29 年度 

がん患者リハビリテーション料を算定

できる医療機関を隣接する医療圏でカ

バーする場合も含めて 1 つ以上設置す

る医療圏

6/12 医療圏 

(50％) 

（13 医療機関） 

(平成 24年 9月 1 日現在)

隣接する医療圏でカバーす

る場合も含め、全ての医療圏

に１以上設置 

(100％) 

(平成 29 年) 

12/12 医療圏 

(100％) 

（61 医療機関） 

(平成 29年 9月 1 日現在) 

【指標把握方法】 ・がん診療連携拠点病院等現況報告書、施設基準の届出受理状況、愛知県がん診療連携拠点病院等現状調査 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・住み慣れた地域で、がん患

者リハビリテーションを

行える医療体制の充実を

目指す。 

・新たな国の拠点病

院整備指針に基づ

いて国へ指定候補

病院を推薦（推薦

病院選定のための

審査において目標

指標の充足状況を

評価）（再掲） 

・県指定の拠点病院

の位置づけを検討

し、新基準で指定

（審査において目

標指標の充足状況

を確認）（再掲） 

・国指定、県指定

拠点病院の算

定状況を県Ｈ

Ｐにて公開 
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（４）緩和ケアの推進 

① 緩和ケア研修会修了者の増加 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・がん診療連携拠点病院等と連

携し、緩和ケア研修会修了者を

増加させる。 

・がん診療連携拠

点病院等が行う

緩和ケア研修会

の実施を支援 

・愛知県がん診療

協議会緩和ケア

部会の開催 

・緩和ケアに係る

指導者研修会

修了者への調

査を実施し、研

修会協力者の

メーリングリ

ストを作成し、

拠点病院の研

修企画責任者

間で活用 

・医師以外の医療従事者が、緩

和ケアに関する知識を習得で

きる機会について検討する。

・愛知県緩和ケア

フォローアップ

研修会の開催 

② 緩和ケアチーム設置の推進 

目 標 指 標 計画策定時 目 標 平成 29 年度 

緩和ケア診療加算を算定できる緩和ケアチー

ムを設置するがん診療連携拠点病院等

8/23 病院 

(34.8％) 

(平成 24 年 9月 1 日現在)

全てのがん診療連携拠点

病院等 

(100％) 

(平成 29 年)

13/26 病院 

(50.0％) 

(平成 29 年 9月 1 日現在)

日本看護協会が認定する専門看護師（がん看

護）、認定看護師（緩和ケア）又は（がん性疼

痛看護）を配置するがん診療連携拠点病院等 

16/23 病院 

(69.6％) 

(平成 24 年 9月 1 日現在)

全てのがん診療連携拠点

病院等 

(100％) 

(平成 29 年) 

25/26 病院 

(96.2％) 

(平成 29 年 9月 1 日現在)

【指標把握方法】 ・がん診療連携拠点病院等現況報告書、施設基準の届出受理状況、愛知県がん診療連携拠点病院等現状調査 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

・県内どこに住んでいても一

定の緩和ケアを受けられる

ように、がん診療連携拠点

病院等において緩和ケア診

療加算を算定できる緩和ケ

アチームの設置及び緩和ケ

アの専門的な知識を有する

看護師の配置を目指す。 

・がん診療連携拠点

病院等が行う緩和

ケア研修会の実施

を支援（再掲） 

・がん診療連携協議

会緩和ケア部会の

開催（再掲） 

・新たな国の拠点病院整備

指針に基づいて国へ指定

候補病院を推薦（推薦病

院選定のための審査にお

いて目標指標の充足状況

を評価）（再掲） 

・県指定の拠点病院の位置

づけを検討し、新基準で

指定（審査において目標

指標の充足状況を確認）

（再掲） 

・国指定、県指

定拠点病院

の算定状況

を県ＨＰに

て公開 

（再掲） 

・がん診療連携

拠点病院 緩

和ケア PDCA 講

演会の開催
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③ 緩和ケア病床の活用の推進 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・緩和ケアに関する様々な情

報を発信することにより、

緩和ケア病棟の活用を推進

する。 

・「あいちのがんサ

ポートブック」

をがん診療連携

拠点病院等に配

布 

・「あいちのがんサ

ポ ー ト ブ ッ ク

第二版」の発行

・「あいちのがんサ

ポートブック 

第三版」の発行

・「あいちのがんサ

ポートブック 第

四版」の発行 
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④ 外来緩和ケアの推進

目 標 指 標 計画策定時 目 標 平成 28 年度 

外来緩和ケア管理料を算定するがん

診療連携拠点病院等 

9/23 病院 

(39.1％) 

(平成 24 年 9月 1 日現在)

全てのがん診療連携拠点

病院等 

(100％) 

(平成 29 年)

13/26 病院 

(50.0％) 

(平成29年9月1日現在)

【指標把握方法】・施設基準の届出受理状況、愛知県がん診療連携拠点病院等現状調査 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・県内どこに住んでいても

一定の外来緩和ケアを

受けられるように、がん

診療連携拠点病院等に

おける外来緩和ケア管

理料を算定できるよう

に推進する。 

・がん診療連携拠

点病院等が行う

緩和ケア研修会

の実施を支援（再

掲） 

・「あいちのがんサ

ポートブック」

をがん診療連携

拠点病院等に配

布（再掲） 

・「あいちのがんサ

ポ ー ト ブ ッ ク

第二版」の発行

（再掲） 

・新たな国の拠点

病院整備指針に

基づいて国へ指

定候補病院を推

薦（推薦病院選定

のための審査に

おいて目標指標

の充足状況を評

価）（再掲） 

・県指定の拠点病

院の位置づけを

検討し、新基準

で指定（審査に

おいて目標指標

の充足状況を確

認）（再掲） 

・「あいちのがんサ

ポートブック 

第三版」の発行

（再掲） 

・国指定、県指定

拠点病院の算定

状況を県ＨＰに

て公開（再掲）

・「あいちのがんサ

ポートブック 第

四版」の発行（再

掲） 

・緩和ケア研修会の修了者

を増加させることによ

り、地域の連携する医療

機関での外来緩和ケア

を推進する。 

・がん診療連携拠

点病院等が行う

緩和ケア研修会

の実施を支援（再

掲） 

・愛知県のＨＰに

各病院の緩和ケ

ア研修会修了者

名簿を掲載 

・同一の医療圏のみなら

ず、医療圏の境を越える

地域連携診療計画を共

有した病病連携又は病

診連携を推進する。 

・愛知県がん診療連

携協議会緩和ケ

ア部会の開催（再

掲） 
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⑤ 在宅緩和ケアの推進 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

・緊急時等病状の変化にも対応で

きる在宅療養支援を行える医療

機関の増加を促進する。 

・緩和ケア研修会の修了者を増加

させることにより、地域の連携

する医療機関での在宅緩和ケア

を推進する。 

・がん診療連携拠点

病院等が行う緩和

ケア研修会の実施

を支援（再掲） 

・愛知県緩和ケア

フォローアップ

研修会の開催（再

掲） 

・在宅緩和ケアにおいても、外来

緩和ケアと同様に、地域連携診

療計画を共有した病病連携又は

病診連携を推進する。 

・愛知県がん診療連

携協議会緩和ケ

ア部会の開催（再

掲） 
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（５）在宅療養の推進 

① 在宅療養支援体制の整備 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・がん診療連携拠点病院等の相

談支援センターにおける在

宅療養に関する各種福祉・介

護制度の紹介を推進し、がん

患者とその家族が求めてい

る情報の充実を目指す。 

・市町村、医療関係団体等と協

働して、地域療養・医療、訪

問看護体制の連携の取組を

支援し、住み慣れた自宅で療

養できる体制の整備を推進

する。 

・がん診療連携拠点病

院機能強化事業によ

る支援 

・「あいちのがんサポー

トブック」をがん診

療連携拠点病院等に

配布（再掲） 

・愛知県がん診療連携

協議会相談支援部会

の開催 

・「あいちのがんサポー

トブック 第二版」

の発行（再掲） 

・「愛知医療情報ネッ

ト」の整備 

・「あいちのがん

サポートブッ

ク 第三版」の

発行（再掲） 

・「あいちのがん

サポートブッ

ク 第四版」の

発行（再掲） 

② 在宅緩和ケアの推進 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・緊急時等病状の変化にも対応でき

る在宅療養支援を行える医療機関

の増加を促進する。 

・緩和ケア研修会の修了者を増加さ

せることにより、地域の連携する医

療機関での在宅緩和ケアを推進す

る。 

・在宅緩和ケアにおいても、外来緩

和ケアと同様に、地域連携診療計

画を共有した病病連携又は病診連

携を推進する。 

・市町村、医療関係団体等と協働し

て、地域療養・医療、訪問看護体

制の連携の取組を支援し、住み慣

れた自宅でも緩和ケアを受けられ

る体制の整備を推進する。 

・がん性疼痛が悪化するなど、病状

悪化時のがん診療連携拠点病院等

や緩和ケア病床を有する医療機関

へ入院できる体制の整備を推進す

る。 

・愛知県緩和ケア

フォローアップ研

修会の開催（再掲）

・がん診療連携拠点

病院等が行う緩和

ケア研修会の実施

を支援（再掲） 

・「愛知医療情報ネッ

ト」の整備（再掲）

・「あいちのがんサ

ポートブック」を

がん診療連携拠点

病院等に配布（再

掲） 

・「あいちのがんサ

ポートブック 第

二版」の発行（再

掲） 

・「あいちのが

んサポート

ブック 第

三版」の発行

（再掲） 

・「あいちのがん

サポートブッ

ク 第四版」の

発行（再掲） 
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（６）女性特有のがんに係るがん対策 

① 細菌・ウイルス感染とがんの予防に関する知識の周知 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

・ＨＰＶ感染・子宮頸がん予防

ワクチンと子宮頸がんに関

する情報を適切に周知する。

・ＨＰＶ感染と子宮

頸がんに関する情

報提供について

は、女性特有のが

ん対策専門会議を

開催し、周知方法

等について協議 

・女性特有のがん対

策専門会議での提

言を踏まえ、女性が

多く所属する団体

等（大学、ＰＴＡ）

と連携した啓発活

動を実施 

・子宮頸がん予防ワクチンの定

期接種を円滑に実施できる

よう情報提供等の支援を行

う。 

・予防ワクチンにつ

いては、国が接種

の積極的な呼びか

けを中止したた

め、国の動向を注

視 

② 女性ががんの検診や治療を受けやすい環境の整備 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

・事業者等と協働して従業員

及び扶養家族に、生活習

慣・ＨＰＶ感染と女性特有

のがんに関する情報を提供

する方法を検討し、適切な

乳がんや子宮頸がんなどの

予防及びがん検診に関する

知識を周知する。 

・女性特有のがん対策

専門会議を開催し、

周知方法等につい

て協議 

・女性のがん検診推進

フォーラム（子宮頸

がん）、ピンクリボ

ンフォーラムあい

ち（乳がん）を開催

し、がん検診等に関

する知識を周知 

・女性特有のがん対

策専門会議での提

言を踏まえ、女性

が多く所属する団

体等（大学、ＰＴ

Ａ）と連携した啓

発活動を実施（再

掲） 

・市町村、医療機関等と協働

して、女性が、女性特有の

身体の悩みで医療機関を受

診しやすい、乳がんや子宮

頸がんなどを早期発見・治

療できる環境づくりに取り

組む。 

・女性特有のがん対策

専門会議を開催し、

取組の方向性につ

いて協議 

・女性が受診しやすい

環境づくりに関す

る調査を実施し、検

診機関・医療機関に

おける取組の現状

を調査、調査結果の

情報提供 

・調査結果を踏ま

え、医療機関等に

おける女性が受

診しやすい環境

づくりに関する

取組について、県

民に分かりやす

く情報提供（ホー

ムページの更新、

啓発資材等の作

成等） 

・がん検診の意義や

内容に関する受

診者への説明資

材を作成し、検診

機関・医療機関等

に情報提供 

・がん検診の意義

や内容に関する

受診者への説明

資材を講演会実

施の際に配布 

※ 目標に関しては、（２）－②と同じ 



29 

（７）小児がん対策 

① 小児がん拠点病院を中核とした小児がん治療の連携体制の整備 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

小児がん拠点病院を中核と

した医療体制の整備を推進

し、本県の小児がん治療の連

携体制の整備を推進する。 

・三重大学医学部附属

病院へ名古屋大学

関係者と「小児がん

拠点病院東海北陸

ブロック連携打ち

合わせ」に同行 

・名古屋大学医学部

附属病院小児がん

拠点病院担当者と

連携について打合

せ 

・愛知県のＨＰに

小児がん拠点病

院に関するペー

ジを掲載 

・県内の病院で小

児がん患者を一

定以上受け入れ

ている施設の診

療体制や診療実

績等を調査し、

とりまとめ結果

を関係機関へ提

供 

・東京都が作成し

た「小児がん診断

ハンドブック」の

愛知県医師会等

への周知

② 小児がん患者とその家族への支援体制の整備 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・小児がん入院治療の開始に

伴い患者本人とその家族

が抱える問題についての

把握に取り組む。 

・小児がん拠点病院と連携し

て、小児がん患者とその家

族や遺族に対する相談支

援等の充実及び小児がん

入院治療中に必要と考え

られる託児保育、宿泊施設

及び子育て支援等のサー

ビスの紹介などの相談支

援に取り組む。 

・小児がん拠点病院等と連携

して、入院及び外来で治療

を行っている小児がん患

者の教育の改善について

検討を行う。 

・小児がん拠点病院及び復学

等様々な情報の発信に取

り組む 

・小児がん復学支援

講演会を名古屋大

学医学部附属病院

と共催 

・名古屋大学医学部

附属病院から高校

生の院内学級につ

いて相談を受け、

県教育委員会に伝

え、窓口を紹介 

・小児がん復学支

援講演会を開

催 

・主任養護教諭連

絡協議会と連

携して小児が

ん復学支援研

修会を開催 

・名古屋大学医学

部附属病院と

今後の連携に

ついて協議 

・病気療養児の就

学支援に関する

研修会を開催 

・愛知県のＨＰに

小児がんに関す

るページを掲載
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（８） 働く世代へのがん対策 

① 職域におけるたばこを含めた生活習慣とがんに関する情報の充実 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・事業者等と協働して、働く世

代へのたばこを含めた生活

習慣とがんに関する情報を、

働く世代の方々へ提供する。

・各圏域地域・職域連

携推進協議会の開

催 

・働く世代のがん対策

シンポジウムの開

催 

・がん患者就労継続支

援・がん検診受診促

進検討会議の開催 

・企業に対するがん患

者の治療と就労の

両立支援の現状等

に関するアンケー

ト調査の実施 

・企業に対するア

ンケート調査

の公表 

② 職域におけるがん検診と特定健康診査等との同時実施の推進 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・市町村、医療保険者等と協働

して、市町村が主体となるが

ん検診と職域の特定健康診査

等との同時実施を推進する。

・市町村がん検診実施

機関及び特定健康

診査実施機関の情

報を市町村及び協

会けんぽ等と情報

共有 

・愛知県がん対策企業

連携事業実施要綱

の見直し（再掲） 

・がん対策推進連

携企業を拡大

（再掲） 
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③ 職域及び医療機関におけるがん治療に関する情報の共有

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・国の施策動向等を踏ま

えながら、がん患者が

治療と就労を両立で

きる環境づくりを推

進する。 

・産業医、産業保健師及

び人事労務者の職域

とがん診療連携拠点

病院等の医療機関に

よるがん患者の治療

状況に関する情報の

共有を推進する。 

・働く世代のがん対

策シンポジウム

の開催（再掲） 

・がん患者就労継続

支援・がん検診受

診促進検討会議

の開催 

 （再掲） 

・企業に対するがん

患者の治療と就労

の両立支援の現状

等に関するアン

ケート調査の実施

（再掲） 

・がん診療連携拠点

病院に対するがん

患者の治療と就労

の両立支援の現状

等に関するアン

ケート調査の実施

・企業等への啓発資

料の配布 

・企業に対するア

ンケート調査の

公表（再掲） 

・がん診療連携拠

点病院に対する

アンケート調査

の公表 

・愛知県医師会主

催の日本医師会

認定産業医研修

会参加者へ冊子

の配布 

・主治医からがん

患者に渡すカー

ドの作成・配布

・本人、事業者及

び主治医が情報

提供で連携する

ための文書作成

例の作成と周知

・がん治療と仕事

の両立に向けた

チェックリスト

の作成と周知 

・県民向けリーフ

レットの作成・

配布 

・がん患者の就労

継続を支援する

ための企業向け

パンフレットの

作成・配布 

・主治医からがん

患者に渡すカー

ドの配布 

・「あいち地域両立

支援推進チーム

会議」の参画 
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（９） がんに関する相談支援及び情報提供の推進 

① 相談支援センターの充実 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・愛知県がん診療連携協議

会相談支援部会と連携し、

がん診療連携拠点病院等

の相談支援センターにお

ける相談支援体制の充実

を図る。 

・国立がん研究セン

ター主催の東海・

北陸ブロック地域

相談支援フォーラ

ムの協力 

・がん診療連携拠点病

院機能強化事業に

よる支援（再掲） 

・愛知県がんセンター

中央病院での社労

士による就労相談 

・愛知県がん診療連携

協議会相談支援部

会の開催（再掲） 

・がん診療連携拠点

病院等相談支援セ

ンター会議の開催 

・がん診療連携拠

点病院等相談支

援センター相談

員研修会の開催

・新たな国の拠点

病院整備指針に

基づいて国へ指

定候補病院を推

薦（推薦病院選

定のための審査

において相談支

援センターの体

制や実績を評

価） 

・県指定の拠点病

院の位置づけを

検討し、新基準

で指定（審査に

おいて相談支援

センターの体制

や実績を確認）
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② 医療機関に関する診療情報の提供 

目 標 指 標 計画策定時 目 標 平成 29 年度 

５大がんの５年相対生存率を公表す

るがん診療連携拠点病院等

3(5)/23 病院 

（ ）内は一部公開 

(平成24年9月1日現在)

全ての 

がん診療連携拠点病院等

(100％) 

(平成 29 年)

10(2)/26 病院 

（ ）内は一部公開 

(平成29年9月1日現在)

【指標把握方法】 ・愛知県がん診療連携拠点病院等現状調査 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・がん診療連携拠点病院等に

おけるがん医療に関する患

者が必要としている情報を

得られるよう県のホーム

ページ等で適切な情報を提

供していく。 

・「あいち医療情報

ネット」の整備

（再掲） 

・愛知県のＨＰにが

ん診療連携拠点

病院等の情報を

掲載 

・全てのがん診療連携拠点病

院等の実情に応じて、５大

がんの５年相対生存率を公

表するよう推進する。

・がん診療連携拠点

病院機能強化事

業による支援（再

掲）

・地域がん診療連携

拠点病院推薦病院

選定のための審査

において５大がん

の５年生存率の公

表に関する精度管

理に係る項目を充

足する病院を評価

・愛知県がん診療拠

点病院指定のため

の審査において、

体制や５大がんの

５年生存率の公表

に関する精度管理

に係る項目の充足

状況を確認 

・国指定、県指定

の拠点病院の 5

年生存率の公開

状況を県のＨＰ

に掲載 
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③ 市町村及び関係団体等との県民運動の実施 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・県民、市町村及び医療及

び労働関係団体等が主

体となる幅広い連携・協

力関係を構築していく

ことで、県民運動の実施

を推進する。 

・１０月のがん検診強

化月間に検診受診促

進や予防に関する啓

発を集中的に実施す

るとともに市町村や

関係機関と連携して

啓発活動を実施 

・愛知県のＨＰにがん

対策に関する県の取

組やがん対策連携企

業の取組を掲載 

・がん対策推進連携

企業と共催で「ピ

ンクリボン街頭啓

発キャンペーン」

を実施 

④ ピア・サポートの推進

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・ピア・サポート等がん患

者及びその家族に対す

る相談支援を推進する 

・がん患者・家族に対

する相談支援事業の

実施 

・愛知県がん患者支援

団体ホームページ等

掲載要領に基づきが

ん患者支援団体の情

報を提供 

・「あいちのがんサポー

トブック」をがん診

療連携拠点病院等に

配布（再掲） 

・「あいちのがんサポー

トブック 第二版」

の発行（再掲） 

・「あいちのがん

サポートブッ

ク 第三版」の

発行（再掲） 

・「あいちのがん

サポートブック 

第四版」の発行

（再掲） 
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（１０）がんの教育・普及啓発の推進 

① 子どもに対する健康と命の大切さ、健康管理、がんに対する正しい理解の促進 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・小学生、中学生及び高校生

が適切な生活習慣とがん

の知識を学び機会を増や

す。 

・県保健所による

小学生、中学生

及び高校生に対

する出前健康教

育を実施（再掲）

・教育委員会の協

力を得て、中学

生に対するがん

教育出前講座を

実施（再掲） 

・教育委員会の協

力を得て、県内

市町村の保健体

育教諭に対する

がん教育研修会

を実施（再掲）

・がん専門医等に

よるモデル講座を

実施（再掲） 

※ 目標に関しては、（１）－③と同じ 

② 大人に対するがんの予防・早期発見のための行動変容、自身のがん罹患も含めたがんに対する 

正しい理解の促進

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・市町村、医療保険者及び事

業者等と協働した働く世

代へのたばこを含めた生

活習慣とがんに関する情

報提供を行う。 

・働く世代のがん

対策シンポジウ

ムの開催（再掲）

・愛知県ＨＰでの

生活習慣及びた

ばことがんに関

する情報の提供

・「世界禁煙デー」

及び「禁煙週間」

における街頭啓

発等の実施（再

掲） 

・たばこ対策指導

者養成講習会の

開催（再掲） 

・愛知県がん対策

企業連携事業実

施要綱の見直し

（再掲） 

・がん対策連携企

業を拡大（再

掲） 
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③ がん患者に対する自身のがんに関する正しい理解の促進

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・患者が必要としている情報

を得られるよう、また、適

切にセカンドオピニオンを

行えるよう、県のホーム

ページ等でがんに関する適

切な情報を提供していく。

・がんと診断された時に、国

立がん研究センター等が

作成したパンフレット等

の患者とその家族に有用

と考えられる情報を提供

するための方法を検討す

る。 

・「あいちのがんサ

ポートブック」

をがん診療連携

拠点病院等に配

布（再掲） 

・「あいちのがんサ

ポ ー ト ブ ッ ク

第二版」の発行

（再掲） 

・愛知県のＨＰに

がんの早期発見

や治療に関する

情報を掲載 

・国立がん研究セ

ンター作成のパ

ンフレットを街

頭啓発等で配布

・「あいちのがんサ

ポートブック 

第三版」の発行

（再掲） 

・「あいちのがんサ

ポ ー ト ブ ッ ク

第四版」の発行

（再掲） 
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（１１）がんに関する研究の推進 

① がん登録の推進 

目 標 指 標 計画策定時の現状値 目 標 平成 28 年度 

がん登録の精度指標 DCN の割合
22.5％ 

(平成 20 年度) 

15.0％以下 

(平成 25年度）

10.1％ 

(平成 25 年度) 

【指標把握方法】 ・「愛知県のがん登録」

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・がん登録の結果を適切

に情報発信するとと

もに、必要性の周知を

行う。 

・地域がん登録の

実施 

・がん登録情報の

集約及び県保

健所・医師会等

を通じて県内

医療機関へ届

出を勧奨 

・2009 年及び 2010

年診断分のがん

罹患等の状況を

冊子及び県ＨＰ

により公表 

・5年生存率の算出

（2001～2003 年

罹患） 

・2011 年診断分の

がん罹患等の状

況を冊子及び県

ＨＰにより公表

・2012 年診断分の

がん罹患等の状

況を冊子及び県

ＨＰにより公表

・5年生存率の算出

（2006～2008 年

罹患） 

・全国がん登録届

出システムの整

備、医療機関説

明会の開催 

・登録情報の利用

等に係る審議会

の設置・開催 

・2013 年診断分の

がん罹患等の状

況を冊子及び県

ＨＰにより公表

・全国がん登録の

実施 

・登録情報の利用

等に係る審議会

の開催 

・2014 年診断分の

がん罹患等の状

況を冊子及び県

ＨＰにより公表

・県がんセンター研究所

におけるがん登録を

踏まえた研究を推進

する。 

・がん対策の企

画・評価に必要

な地域がん登録

の資料を活用し

た、がんの流行

と転帰の分析研

究等の実施 
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院内がん登録

目 標 指 標 計画策定時 目 標 平成 28 年度 

院内がん登録率95％以上のがん診療

連携拠点病院等

11/23 病院 

(47.8％) 

（平成 23年） 

全てのがん診療連携拠点病院等 

(100％) 

(平成 28 年) 

26/26 病院 

(100％) 

（平成 28年） 

 【指標把握方法】 ・「愛知県がん対策推進計画（第２期）の目標に関するがん診療連携拠点病院等の現状調査」 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・国立がん研究センターがん対

策情報センターで行われる

がん診療連携拠点病院等の

がん登録担当者に対する研

修日程の通知や調整を行う。

・がん診療連携拠

点病院機能強化

事業による支援

（再掲） 

・愛知県がん診療連

携協議会院内が

ん登録部会の開

催 

・地域がん診療連

携拠点病院推薦

病院選定のため

の審査において

院内がん登録実

務者に係る項目

を充足する病院

を評価 

・院内がん登録部

会においてがん

登録実務者研修

会を開催 

・国指定、県指定

の拠点病院の登

録率の達成状況

を県ＨＰに掲載

② 高齢者へのがん治療の在り方の検討 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・高齢者へのがん治療の在り方

に関しては、国や各種学会に

よる手術療法、放射線療法及

び化学療法等による集学的

治療に関する研究や推進の

結果を踏まえ検討していく。

   ・高齢者へのがん

治療の在り方に

関する国や学会

の動向等を国指

定、県指定の拠

点病院へ情報提

供 

③ 生殖機能を考慮した治療の推進 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・生殖機能を考慮した治療に関

しては、国や各種学会による

技術的及び論理的な検討結

果を待ち、成果を十分活用で

きるよう検討していく。 

 ・生殖機能を考慮

した治療に関す

る国の動向や国

指定病院の取組

状況を国指定、

県指定の拠点病

院へ情報提供 

・若年がん患者の

妊孕性温存に関

する手引き等に

ついて国指定、

県指定の拠点病

院に情報提供 
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④ その他がんに関する研究 

取組の方向性 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

・県がんセンター研究所における

研究結果を適切に情報発信す

る。 

・県がんセンター研究所、医療機

関、関係大学、産業界等が連携

した研究の成果を、がんの予防

や早期発見・早期治療に活用で

きるよう取り組む。 

・県がんセンター研究所、関係大

学等が連携して取り組む研究

を通じて、がんの研究に専門的

な知識を有する人材の育成及

び確保を図る。 

・県がんセンターの

ＨＰに事業概要等

により研究所の研

究成果等を掲載 

・がんに関する研修や

情報収集のために

研究員を諸外国へ

派遣 

・がん研究業務を通じ

て悪性新生物に関

する知識・技術を習

得するリサーチレ

ジデントを養成 

・大学等の他機関所

属の者が研究所に

おいて研究に関す

る研修を受ける任

意研修を実施 

・連携大学院制度を

実施 

遺伝的要因や環境要因を考慮した乳がんの個別化予防法の開発 

悪性リンパ腫や悪性中皮腫の早期診断、治療のためのゲノム解析 

大腸がんの治療に応用できる動物モデルを用いた早期病変や転移に関する分子機構

の解明と治療への応用 

新たな治療戦略としての新規作用機序を持つ化合物とがん細胞側の標的たんぱく質

との相互作用の解明 

新たながん免疫療法の基礎研究としての細胞障害性 T リンパ球が認識するがん抗原

の解明 


